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令和５年度 第１回 サステナビリティ委員会 事項書

Ⅰ. 開会

Ⅱ. 議事
1. 「三重県環境基本計画」の進捗状況について

2. 各委員からの取組・事例紹介等

Ⅲ. 閉会

１

日時： 令和５年 ７月31日（月）14:00～15:30
場所： JA三重健保会館 大会議室



２

1.「三重県環境基本計画」の
進捗状況について



• 「スマート（SMART）社会みえ」
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スマート
社会
みえ

基本方針：持続可能な社会の実現に向け、協創を通じた分野横断的な取組を推進

環境基本計画の概要： 2030年度のめざすべき持続可能な社会
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【令和５年度年次報告書（三重県サステナビリティレポート）の構成】

【総説】
・サスレポの概論（位置づけ、目的等）
・環境を取り巻く情勢
・三重県の動向
・環境施策の概要（方向性等）
（１）三重県環境基本条例
（２）三重県環境基本計画

【三重県環境基本計画の各施策の取組】

1. 低炭素社会の構築
（１） 環境基本計画の施策目標
（２） 前年度の取組概要と成果等
（３） 現年度以降の取組方向

2. 循環型社会の構築
（１） 環境基本計画の施策目標
（２） 前年度の取組概要と成果等
（３） 現年度以降の取組方向

3. 自然共生社会の構築
（１） 環境基本計画の施策目標
（２） 前年度の取組概要と成果等
（３） 現年度以降の取組方向

4. 生活環境保全の確保
（１） 環境基本計画の施策目標
（２） 前年度の取組概要と成果等
（３） 現年度以降の取組方向

5. 共通基盤施策
（１） 環境基本計画の施策目標
（２） 前年度の取組概要と成果等
（３） 現年度以降の取組方向

【参考資料】
・マネジメント指標

【コラム】
環境分野の先進事例等を記載

４

「三重県サステナビリティレポート」の構成



令和４年度の主な取組
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コラム案

～みえ防災・減災センターの取組など～
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脱炭素社会の実現に向けた三重県の取組

2023年7月31日

環境生活部環境共生局地球温暖化対策課

資料２－２



脱炭素宣言、三重県地球温暖化対策総合計画

三重県では、2050年までに県域からの温室効果ガス
の排出実質ゼロをめざす「ミッションゼロ 2050 みえ
～脱炭素社会の実現を目指して～」を宣言

脱炭素宣言（令和元年12月）

三重県地球温暖化対策総合計画（令和３年３月策定、令和５年３月改定）

1

2021年度から2030年度までの10年間

計 画 期 間

2030年に三重県がめざす姿:
県民一人ひとりが脱炭素に向けて行動する持続可能な社会

基 本 的 な方 向

① 温室効果ガス排出量を削減する「緩和」と、気候変動影響を軽減する「適応」
を、気候変動対策の両輪として施策を推進します

② ＳＤＧｓの観点をふまえた環境、経済、社会の統合的向上をめざします
③ さまざまな主体との協創を重視します
④ 新型コロナウイルス危機からの復興を気候変動対策とともに進めます



三重県の温室効果ガス排出量

2

三重県・全国のCO₂構成比三重県の温室効果ガス排出量の推移
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温室効果ガスの削減目標
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 具体的な削減目標を掲げ、各主体が目標を共有しながら取組を推進することが重要
 削減目標については、国の目標（46％削減）をふまえつつ、2030年度のＢＡＵ 排

出量（追加的な対策を講じなかった場合の排出量）から国の対策による削減効果と
三重県の対策による削減効果を積み上げて設定

2030年度における三重県の温室効果ガス排出量を2013年度比で 47％削減



温室効果ガスの削減目標
温室効果ガスのうち排出量の約94%は二酸化炭素が占めており、二酸化炭素排出量のうち

約86%を占める産業部門、業務その他部門、家庭部門、運輸部門において、県は国を上回る
削減目標を設定
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削減に向けた取組
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温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
対
策

産業・業務
部門

温室効果ガスの計画的な削減（計画書制度、アドバイザー派遣、ＺＥＢ）

環境経営の普及（脱炭素経営、テレワーク）

環境・エネルギー関連産業の振興

家庭部門
脱炭素型ライフスタイルへの転換（地産地消、エシカル消費）

住宅の脱炭素化（ZEH、省エネ家電、⾧期優良住宅）

運輸部門
移動・輸送の脱炭素化（次世代自動車、エコ通勤、再配達抑制、ゼロカーボンドライブ）

公共交通の充実（次世代モビリティ等）

道路交通流対策（交通渋滞の緩和、交通の円滑化）

部門・分野
横断的対策

再生可能エネルギーの普及促進（自家消費型太陽光発電設備、再エネ利用促進）

未利用エネルギーの利用促進（木質バイオマス、廃棄物）

市町における脱炭素への取組の促進（エネルギーの地産地消）

その他
メタン・一酸化二窒素の排出抑制（資源のスマートな利用）

フロン類の管理の適正化（維持管理技術水準、ノンフロン製品）

吸収源対策

森林の保全（森林管理、県産材の利用促進）

緑地保全・緑化推進（緑化活動、都市緑化）

環境保全型農業の推進
藻場づくりの推進
CO₂回収等に関するイノベーションの促進
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・太陽光発電設備等の購入を希望する
県民や事業者を募集し、一括して発
注することでスケールメリットによ
る価格低減を促し、太陽光発電設備
等をより導入しやすくすることで、
普及拡大を図る。

・三重県と市町が連携し、県内全体で
令和５年５月16日から実施。

・対象となるのは住宅用・事業者用の
太陽光発電設備等（10kW未満）

再生可能エネルギーの普及促進
～太陽光発電設備等共同購入事業（家庭・事業者向け）～



COOL CHOICEの推進 ～みえ省エネ家電推進協力店舗～

7

・省エネ家電の省エネ性能等
をわかりやすく伝えていた
だける店舗を「みえ省エネ
家電推進協力店舗」として
登録



COOL CHOICEの推進 ～みえ省エネ家電推進協力店舗～

・みえ省エネ家電推進協力
店舗で対象の省エネ家電
を購入いただいた県民の
方にキャッシュレスポイ
ント等をプレゼントする
キャンペーンを実施

・総申請数は１４，３５２件

・購入された省エネ家電の
数は１５，１８０件

・買い替えによるCO2 排出
削減効果は（１年あたり）
約２，０２４ t-CO2
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9

COOL CHOICEの推進 ～宅配事業者等と連携した再配達削減の取組～



三重県庁の取組

10

県の事務事業に伴う温室効果ガスの排出を 2013年度比５２％削減
削減目標

主な削減取組

 県有施設全体に2030年度までにLED照明を導入する取組を進めます。
 公用車の新規購入・更新の際には原則電動自動車とします。
 県有施設への自家消費型太陽光発電設備の導入を促進します。
 PPAモデル等による再エネ導入や県有施設での再エネ電力の調達を検討します。
 新規建築物については、原則ZEB oriented相当以上とすることをめざします。

（旧目標 ４０％削減）
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これまでの取組

さらなる取組!45,391
(77%)

▲23％

▲52％
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環境教育・環境学習の推進

 三重県環境学習情報センター
地球温暖化等の環境問題を自分事として捉

え、自ら行動する人づくりに向けて、学校等
の見学・実験・工作等を通じて環境や自然に
対する意識を高め、地域の活動につなげるた
めの各種講座、地域リーダー養成講座を開催

 三重県地球温暖化防止活動推進センター
「三重県地球温暖化活動推進員」が実施する
出前講座やイベント等の普及啓発活動を支援

三重県環境学習情報センター 三重県地球温暖化防止活動推進センター



三重県における産業廃棄物
行政代執行４事案について

令和５年７月３１日
令和５年度第１回サステナビリティ委員会

環境生活部環境共生局廃棄物対策課

資料２－３



はじめに

産業廃棄物の不法投棄や不適正処理により、地下水汚染や
有害ガスが発生し、生活環境保全上の支障のおそれがあっ
た４事案について、行政代執行による対策工事を実施

①桑名市五反田事案
②桑名市源十郎新田事案 令和４年度末完了
③四日市市大矢知・平津事案
④四日市市内山事案 → 令和元年度末完了

行政代執行による対策工事は産廃特措法※に基づく国の財政支援を受けながら実施

【※特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法】（平成15年6月18日制定 → 令和5年3月31日失効）

☞平成10年6月17日以前に行われた不法投棄等について、都道府県等が行う特定支障除去等事業に対し、

国が支援措置を講ずるもの

☞事業費の90%が起債対象となり、その内1/2が特別交付税措置

される

事業費＝特例地方債＋一般財源

一般財源
(10%)

一般単独事業債(充当率90%)

（元利償還交付税措置50%）

③

①

④

②
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桑名市五反田事案

事案概要
☞揮発性有機化合物（VOC）や1,4-ジオキサンを含む廃油などの産業

廃棄物の不法投棄により、周辺地下水が汚染された

生活環境保全上の支障等
☞VOCや1,4-ジオキサンによる汚染の拡散により水道水源や農業用水

の利用、内水面漁業に支障を生じるおそれ

対策工事の概要
☞実施期間：平成13年度～令和4年度
☞事業費 ：約70.4億円
☞対策目標：不法投棄地周辺の地下水が、環境基準が達成さ

れた状態に保たれていること
☞対策内容：事案地（約2,900㎡）を遮水壁で封じ込め、一部

の廃棄物を掘削除去するとともに、汚染地下水
を揚水浄化する

不法投棄発覚時の状況

遮水壁の設置

水処理施設

遮水壁

3



桑名市五反田事案

テント内での廃棄物の掘削

遮水壁の設置 汚染地下水の水処理施設 廃棄物掘削時の事案地全景

汚染地下水の揚水浄化 対策終了時の事案地全景

☞対策工事の結果、対策目標を達成したため、令和5年3月31に行政代執行を終了

揚水井戸
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桑名市源十郎新田事案

事案概要
☞ポリ塩化ビフェニル（PCB）や揮発性有機化合物（VOC）を含む

産業廃棄物の不法投棄により、地下水が油で汚染され河川敷から
滲出

生活環境保全上の支障等
☞PCB等を含む油の拡散により水道水源や農業用水の利用、

内水面漁業に支障を生じるおそれ

対策工事の概要
☞実施期間：平成23年度～令和4年度
☞事業費 ：約85.6億円
☞対策目標：河川にPCB等を含む油が滲出せず、地下水にも

PCB等を含む油の拡散が認められないこと
☞対策内容：油汚染範囲（15,000㎡）を鋼矢板で囲い込むと

ともにエリア分けし、エリア毎に油を回収する

事案地周辺の状況

鋼矢板による囲い込みとエリア分け

事案現場

油滲出箇所
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桑名市源十郎新田事案

埋設ドラム缶（630本）の撤去

鋼矢板による囲い込み 釜場掘削による油回収 出土したコンデンサ素子（PCB汚染源）

熱処理によるVOC汚染の浄化 対策終了時の事案地全景

☞対策工事の結果、対策目標を達成したため、令和5年3月31に行政代執行を終了 6



四日市市大矢知・平津事案

事案概要
☞産業廃棄物処理業者が許可容量を大幅に超える産業廃棄物を

埋め立てた、大規模な不適正処理事案
生活環境保全上の支障等

☞廃棄物の飛散流出や浸出水の拡散により生活環境に支障を生
じるおそれ

対策工事の概要
☞実施期間：平成25年度～令和4年度
☞事業費 ：約32.3億円
☞対策目標：周辺への廃棄物の飛散流出が防止され、

放流水が環境基準以下を達成した状態が
保たれること

☞対策内容：廃棄物を覆土し、鋼矢板や地中壁で浸出
水の拡散を防止するとともに、雨水排除
のための調整池等を整備する

事案地の状況

対策工事の概要

許可範囲
58,854㎡/1,320,000㎥

埋立範囲
95,000㎡/2,620,000㎥

7



四日市市大矢知・平津事案

埋立区域天端の覆土鋼矢板による浸出水の拡散防止 法面への厚層基材の吹付

雨水排水路の整備 雨水調整池の設置 対策終了時の事案地全景

☞対策工事の結果、対策目標を達成したため、令和5年3月31に行政代執行を終了 8



四日市市内山事案

事案概要
☞産業廃棄物処理業者が許可品目外や許可容量を超える産業廃棄物を埋め

立てたことにより、硫化水素やメタンガスが発生した不適正処理事案
生活環境保全上の支障等

☞ガスの流出により、周辺への悪臭や火災発生などの支障を生じるおそれ
対策工事の概要

☞実施期間：平成24年度～令和元年度
☞事業費 ：約19.2億円
☞対策目標：法面崩壊等による廃棄物の飛散流出が防止され、硫化水素

が敷地境界基準を満足し、メタンガスの滞留による火災の
おそれが無い状態が保たれること

☞対策内容：酸化剤の注入により硫化水素ガスの発生を抑制した後、廃
棄物の整形覆土を行い、飛散流出の防止に加えガスの発生
に繋がる雨水を排除する

事案地の状況

不適正処理の状況

最終処分場

自社処分場

中間処理施設

許可区域

埋立範囲

9



四日市市内山事案

廃棄物の撤去整形

霧状酸化剤注入装置

廃棄物の場内運搬

霧状酸化剤注入井戸（47本）

対策終了時の事案地全景

☞対策工事の結果、対策目標を達成したため、令和2年3月31に行政代執行を終了

事案地内の注入配管

10



おわりに

行政代執行の終了した事案
☞本年度以降は、生活環境保全上の支障のおそれが除去された状態が維持されていること

を確認するための、水質モニタリングや工作物の目視点検等を実施

産業廃棄物の不適正処理等を防ぐための取り組み（廃棄物監視・指導課）
☞不法投棄の早期発見や未然防止につなげるための、ドローンを活用した監視の実証試験
☞近年の不適正処理廃棄物の大部分を占めている建設系廃棄物への対策として、

事業者を対象とした建設系廃棄物適正処理セミナーの開催や法令周知マンガの作成 など

法令周知マンガセミナー開催の様子 11



海岸漂着物対策の取組について

令和５年７月３１日
令和５年度第１回サステナビリティ委員会

環境生活部環境共生局大気・水環境課

資料２－４



漂着ごみの概況調査・分類調査

93海岸の漂着ごみ量（自然物含）を目測で調査

■概況調査
漂着ごみを種類別に分類し、容積等を調査

■分類調査

〇令和４年度調査結果
（年２回調査・平均）

32袋

8袋～

4袋～

伊勢湾の湾口部付近に
多い傾向

〇令和４年度調査結果
（３地点合計・容積換算）

自然物 81.0 ％

人工物（プラスチック類）
14.6 ％

人工物（その他）
4.4 ％

容器包装
・製品
41.2 ％

漁具
37.4％

その他
21.4 ％

内訳

調査地点
・鼓ヶ浦海岸（鈴鹿市）
・奈佐の浜海岸（鳥羽市）
・阿児の松原海岸（志摩市）

自然物（流木） 漁具（フロート）製品（ボトル・キャップなど）

奈佐の浜海岸（鳥羽市）（R4.8.2）

志摩海岸（志摩市）（R4.11.22）

長島海岸（桑名市）（R4.11.18）

御浜海岸（御浜町）（R4.11.24） １



ボランティアによる回収（H30.10.14)

海岸管理者による回収（H30.10.24)

回収・処理の取組

■ 奈佐の浜海岸（鳥羽市）での回収の様子

２



・ラッピング電車・バス
・シネアドの上映
・啓発パネルの展示
・啓発TVCMの放映（夏期・冬期）
・YouTubeで啓発動画の配信
・SNSを活用した情報発信
・FMラジオ番組への出演
・出前トークでの講義
・環境イベントへのブース出展
・啓発物品の提供

発生抑制の取組

啓発パネル（平成30年度～ ）

啓発ＴＶＣＭ・動画配信（令和元年度～）

ラッピングバス（平成25年度）

啓発物品の提供 出前トーク

■ これまでの普及啓発事業（平成25年度～）

３



投稿

ごみ拾いＳＮＳ「ピリカ」 三重県の見える化ページ

令和４年度末実績
参加人数：4,370人
拾われたごみの数：543,896個

発生抑制の取組

「三重の環境美化プロジェクト ～楽しくひろって三重をきれいに！～」

４



発生抑制の取組

年度 三重 愛知 岐阜 計 三重 愛知 岐阜 計

H30 50 10 15 74 35,063 31,109 65,766 131,938

R1 61 9 15 85 30,105 26,426 59,977 116,508

R2 58 10 11 79 23,699 1,735 21,366 46,800

R3 62 9 12 83 17,496 11,926 22,075 51,497

R4 64 8 12 84 23,252 2,527 34,247 60,026

参加団体数 参加人数

「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」
広域連携による取組として、愛知・岐阜・三重の各地で実施された清掃活動の情報を
取りまとめ、情報発信しています。(平成20年度から取組を実施）

■ 広域連携の取組

５



伊勢湾の海岸漂着物対策を推進していくために、伊勢湾流域圏の自治体が緊密に連携していくことが大切

発生抑制の取組

「海岸漂着物対策検討会」の開催

・平成24年度から三県一市で構成する海岸漂着物対策検討会を開催
・広域での発生抑制対策の検討、各県市の取組の情報共有を実施

国への提案･提言

・海岸漂着物対策検討会として環境省へ提言・提案

（補助金に係る安定的かつ十分な予算の確保、自治体負担の低減）

現地研修会の開催

・海岸漂着物対策検討会では現状把握を目的に現地研修会を実施
・平成27年度から実施（令和元年度～令和3年度は中止）

啓発物品の共同購入

・海岸漂着物対策検討会では、平成25
年から啓発物品の共同購入を実施

・ポスター・パネルの作成
クリアファイルの作成・配布
軍手の作成・配布
ごみ袋の作成・配布

バイオマスプラスチック配合ごみ袋（令和４年度）
６



発生抑制の取組（伊勢湾流域圏の広域計画の検討）

岐阜

愛知

三重

三県の連携協力により流域圏での
広域的な発生抑制対策を推進

伊勢湾流域圏
海洋ごみ対策推進

広域計画

伊勢湾

調査・研究による
実態把握

関係主体間の
連携体制の確保

発生抑制対策
の推進

内陸地域から沿岸地域までの関係主体がそれぞれの役割を果たしながら
相互に連携し、流域圏が一体となって伊勢湾の海洋ごみ対策を実施

流域圏の共通理念

美しく健全で活力ある伊勢湾の再生

取組の基本方針

”森・川・海のつながりを大切に”

・海洋ごみ対策を更に強力に推進していくため、令和２年度から、複数自治体が共同して策
定する「広域的な地域計画」の必要性を協議し、計画の策定に向けた検討を進めてきた

・広域計画では、流域圏の共通理念や取組の基本方針をまとめる
・令和５年度末に策定予定

７


